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○横須賀市行政手続条例の改正に当たって 

 

令和５年６月 16 日にデジタル社会の形成を図るための規制改革を推進する

ためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第 63

号）により、利便性の向上を図るため、特定の場所において書面で掲示されて

いたものについて、インターネットによる閲覧等を可能とし、いつでもどこで

も必要な情報を確認できるようにすることとされました。 

この改正のなかで、行政手続法においても、処分の名宛人が所在不明の場合

の聴聞の通知の方式を、インターネットにより閲覧をするとともに、書面を掲

示板に掲示するか、又は事務所内に設置したパソコン画面での表示により閲覧

する方法への改正がなされました。 

 そのため、本市の行政手続制度においても、行政手続法の改正に併せて、横

須賀市行政手続条例の改正を行おうとするものです。 
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１ 改正内容について 

（１）聴聞の通知の方式（第 14 条関係） 

不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合の聴聞の通知方

法について、次のように変更します。改正内容は、行政手続法の改正と同じ

です。 

（現行） 

・本市の事務所の掲示板に掲示する方法 

 

（改正後） 

・インターネット回線を通じて市のホームページで閲覧する方法 

（規則で定める方法（※規則でインターネットによる閲覧方法を定めま

す。）により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く方法） 

 とともに、 

・①本市の事務所の掲示場に掲示する方法 

又は 

②事務所内に設置したパソコン画面での表示により閲覧する方法（公示

事項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲

覧をすることができる状態に置く方法） 

 

（２）その他の改正について 

聴聞の通知の方法を準用している手続や第14条を引用している条項につ

いても、併せて改正します。（第 15 条、第 21 条及び第 28 条関係） 

こちらも、改正内容は行政手続法の改正に合わせています。 
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２ 施行期日について（附則関係） 

施行期日は、令和８年７月１日とする。 

 

 行政手続法の一部を改正する法律の施行期日は、公布の日（令和５年６月 16

日）から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日とされ、この

政令がまだ公布されていないため確定していませんが、仮の施行期日が令和８

年６月 15 日です。改正行政手続条例については、その翌月に施行しようとする

ものです。 

 

（参考） 横須賀市行政手続条例施行規則の改正について 

 条例の改正に併せて、当該規則の改正も行います。 

条例第 14 条第４項で規定する「規則で定める方法」について、インターネッ

ト回線を通じて市のホームページ上で閲覧する方法であることとするものです。 
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行政手続法新旧対照表 

新 旧 

(聴聞の通知の方式) (聴聞の通知の方式) 
第十五条 行政庁は、聴聞を行うに当たっては、聴聞を行うべき期日

までに相当な期間をおいて、不利益処分の名宛人となるべき者に対

し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

第十五条 行政庁は、聴聞を行うに当たっては、聴聞を行うべき期日

までに相当な期間をおいて、不利益処分の名あて人となるべき者に

対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 
一～四 (略) 一 予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項 

 二 不利益処分の原因となる事実 

 三 聴聞の期日及び場所 

 四 聴聞に関する事務を所掌する組織の名称及び所在地 

2 (略) 2 前項の書面においては、次に掲げる事項を教示しなければならな

い。 

 一 聴聞の期日に出頭して意見を述べ、及び証拠書類又は証拠物(以
下「証拠書類等」という。)を提出し、又は聴聞の期日への出頭に

代えて陳述書及び証拠書類等を提出することができること。 

 二 聴聞が終結する時までの間、当該不利益処分の原因となる事実

を証する資料の閲覧を求めることができること。 
3 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない

場合においては、第一項の規定による通知を、公示の方法によって

行うことができる。 

3 行政庁は、不利益処分の名あて人となるべき者の所在が判明しな

い場合においては、第一項の規定による通知を、その者の氏名、同

項第三号及び第四号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に

掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を当該

行政庁の事務所の掲示場に掲示することによって行うことができ
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る。この場合においては、掲示を始めた日から二週間を経過したと

きに、当該通知がその者に到達したものとみなす。 
4 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき

者の氏名、第一項第三号及び第四号に掲げる事項並びに当該行政庁

が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付

する旨(以下この項において「公示事項」という。)を総務省令で定

める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置

くとともに、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事務所の掲

示場に掲示し、又は公示事項を当該事務所に設置した電子計算機の

映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置

をとることによって行うものとする。この場合においては、当該措

置を開始した日から二週間を経過したときに、当該通知がその者に

到達したものとみなす。 

 

(代理人) (代理人) 
第十六条 前条第一項の通知を受けた者(同条第四項後段の規定によ

り当該通知が到達したものとみなされる者を含む。以下「当事者」

という。)は、代理人を選任することができる。 

第十六条 前条第一項の通知を受けた者(同条第三項後段の規定によ

り当該通知が到達したものとみなされる者を含む。以下「当事者」

という。)は、代理人を選任することができる。 
2～4 (略) 2 代理人は、各自、当事者のために、聴聞に関する一切の行為をす

ることができる。 

 3 代理人の資格は、書面で証明しなければならない。 

 4 代理人がその資格を失ったときは、当該代理人を選任した当事者

は、書面でその旨を行政庁に届け出なければならない。 
(続行期日の指定) (続行期日の指定) 
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第二十二条 (略) 第二十二条 主宰者は、聴聞の期日における審理の結果、なお聴聞を

続行する必要があると認めるときは、さらに新たな期日を定めるこ

とができる。 
2 (略) 2 前項の場合においては、当事者及び参加人に対し、あらかじめ、

次回の聴聞の期日及び場所を書面により通知しなければならない。

ただし、聴聞の期日に出頭した当事者及び参加人に対しては、当該

聴聞の期日においてこれを告知すれば足りる。 
3 第十五条第三項及び第四項の規定は、前項本文の場合において、

当事者又は参加人の所在が判明しないときにおける通知の方法に

ついて準用する。この場合において、同条第三項及び第四項中「不

利益処分の名宛人となるべき者」とあるのは「当事者又は参加人」

と、同項中「とき」とあるのは「とき(同一の当事者又は参加人に対

する二回目以降の通知にあっては、当該措置を開始した日の翌日)」
と読み替えるものとする。 

3 第十五条第三項の規定は、前項本文の場合において、当事者又は

参加人の所在が判明しないときにおける通知の方法について準用

する。この場合において、同条第三項中「不利益処分の名あて人と

なるべき者」とあるのは「当事者又は参加人」と、「掲示を始めた

日から二週間を経過したとき」とあるのは「掲示を始めた日から二

週間を経過したとき(同一の当事者又は参加人に対する二回目以降

の通知にあっては、掲示を始めた日の翌日)」と読み替えるものとす

る。 
(聴聞に関する手続の準用) (聴聞に関する手続の準用) 

第三十一条 第十五条第三項及び第四項並びに第十六条の規定は、弁

明の機会の付与について準用する。この場合において、第十五条第

三項中「第一項」とあるのは「第三十条」と、同条第四項中「第一

項第三号及び第四号」とあるのは「第三十条第三号」と、第十六条

第一項中「前条第一項」とあるのは「第三十条」と、「同条第四項

後段」とあるのは「第三十一条において準用する第十五条第四項後

段」と読み替えるものとする。 

第三十一条 第十五条第三項及び第十六条の規定は、弁明の機会の付

与について準用する。この場合において、第十五条第三項中「第一

項」とあるのは「第三十条」と、「同項第三号及び第四号」とある

のは「同条第三号」と、第十六条第一項中「前条第一項」とあるの

は「第三十条」と、「同条第三項後段」とあるのは「第三十一条に

おいて準用する第十五条第三項後段」と読み替えるものとする。 
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地方税法施行規則新旧対照表 

新 旧 

(公示送達の方法) (公示送達の方法) 
第一条の八 法第二十条の二第二項に規定する総務省令で定める方

法は、地方団体の使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。以下こ

の項において同じ。)と公示事項(同条第二項に規定する公示事項を

いう。第一号において同じ。)の閲覧をする者の使用に係る電子計算

機(地方団体の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続

でき、正常に通信できる機能を備えたものに限る。)とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織を使用する方法のうち、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 
一 地方団体の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録された公示事項を当該公示事項の閲覧をする者の使用に係る

電子計算機の映像面に表示するもの 
二 インターネットに接続された自動公衆送信装置(著作権法(昭和

四十五年法律第四十八号)第二条第一項第九号の五イに規定する

自動公衆送信装置をいう。第三十一条の十において同じ。)を使用

するもの 

第一条の八  

2 (略) 外国においてすべき送達においては、地方団体の長は、公示送達が

あつたことを通知することができる。 
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１ 条例の改正の背景及び理由 

 

令和５年６月 16 日にデジタル社会の形成を図るための規制改革を推進する

ためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第 63

号）により、利便性の向上を図るため、特定の場所において書面で掲示されて

いたものについて、インターネットによる閲覧等を可能とし、いつでもどこで

も必要な情報を確認できるようにすることとされました。 

この改正のなかで、行政手続法においても、処分の名宛人が所在不明の場合

の聴聞の通知の方式を、インターネットにより閲覧をするとともに、書面を掲

示板に掲示するか、又は事務所内に設置したパソコン画面での表示により閲覧

する方法への改正がなされました。 

 そのため、本市の行政手続制度においても、行政手続法の改正に併せて、横

須賀市行政手続条例の改正を行おうとするものです。 
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２ 改正条例案の改正 

（１）聴聞の通知の方式（第 14 条関係） 

不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合の聴聞の通知方

法について、次のように変更します。改正内容は、行政手続法の改正と同じ

です。 

（現行） 

・本市の事務所の掲示板に掲示する方法 

 

（改正後） 

・インターネット回線を通じて市のホームページで閲覧する方法 

（規則で定める方法（※規則でインターネットによる閲覧方法を定めま

す。）により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く方法） 

 とともに、 

・①本市の事務所の掲示場に掲示する方法 

又は 

②事務所内に設置したパソコン画面での表示により閲覧する方法（公示

事項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲

覧をすることができる状態に置く方法） 

 

（２）その他の改正について 

聴聞の通知の方法を準用している手続や第14条を引用している条項につ

いても、併せて改正します。（第 15 条、第 21 条及び第 28 条関係） 

こちらも、改正内容は行政手続法の改正に合わせています。 
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〇新旧対照表 

改正（案） 現行 

(聴聞の通知の方式) (聴聞の通知の方式) 

第14条 市長等は、聴聞を行うに当たっては、聴聞

を行うべき期日までに相当な期間をおいて、不利

益処分の名宛人となるべき者に対し、次に掲げる

事項を書面により通知しなければならない。 

第14条 市長等は、聴聞を行うに当たっては、聴聞

を行うべき期日までに相当な期間をおいて、不利

益処分の名宛人となるべき者に対し、次に掲げる

事項を書面により通知しなければならない。 

(1)～(4) （省略） (1)～(4) （省略） 

2 （省略）  2 （省略） 

3 市長等は、不利益処分の名宛人となるべき者の所

在が判明しない場合においては、第1項の規定によ

る通知を、公示の方法によって行うことができる。 

3 市長等は、不利益処分の名宛人となるべき者の所

在が判明しない場合においては、第1項の規定によ

る通知を、その者の氏名、同項第3号及び第4号に

掲げる事項並びに当該市長等が同項各号に掲げる

事項を記載した書面をいつでもその者に交付する

旨を当該市長等の事務所の掲示場に掲示すること

によって行うことができる。この場合において、

掲示を始めた日から2週間を経過したときに、当該

通知がその者に到達したものとみなす。 

4 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名

宛人となるべき者の氏名、第1項第3号及び第4号
に掲げる事項並びに当該市長等が同項各号に掲げ

る事項を記載した書面をいつでもその者に交付す

る旨(以下この項において「公示事項」という。)
を規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧

することができる状態に置くとともに、公示事項

が記載された書面を当該市長等の事務所の掲示場

に掲示し、又は公示事項を当該事務所に設置した

電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をする

ことができる状態に置く措置をとることによって

行うものとする。この場合においては、当該措置

を開始した日から2週間を経過したときに、当該通

知がその者に到達したものとみなす。 

（新設） 

(代理人) (代理人) 

第15条 前条第1項の通知を受けた者(同条第4項後

段の規定により当該通知が到達したものとみなさ

第15条 前条第1項の通知を受けた者(同条第3項後

段の規定により当該通知が到達したものとみなさ
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れる者を含む。以下「当事者」という。)は、代理

人を選任することができる。 
れる者を含む。以下「当事者」という。)は、代理

人を選任することができる。 

（2項以下略） （2項以下略） 

(続行期日の指定) (続行期日の指定) 
第21条 （省略） 第21条 （省略） 

2 前項の場合においては、当事者及び参加人に

対し、あらかじめ、次回の聴聞の期日及び場所

を書面により通知しなければならない。ただし、

聴聞の期日に出頭した当事者及び参加人に対し

ては、当該聴聞の期日においてこれを告知すれ

ば足りる。 

2 前項の場合においては、当事者及び参加人に

対し、あらかじめ、次回の聴聞の期日及び場所

を書面により通知しなければならない。ただ

し、聴聞の期日に出頭した当事者及び参加人に

対しては、当該聴聞の期日においてこれを告知

すれば足りる。 

3 第14条第3項及び第4項の規定は、前項本文の

場合において、当事者又は参加人の所在が判明

しないときにおける通知の方法について準用

する。この場合において、同条第3項及び第4項
中「不利益処分の名宛人となるべき者」とある

のは「当事者又は参加人」と、同項中「とき」

とあるのは「とき(同一の当事者又は参加人に対

する2回目以降の通知にあっては、当該措置を

開始した日の翌日)」とそれぞれ読み替えるもの

とする。 

3 第14条第3項の規定は、前項本文の場合におい

て、当事者又は参加人の所在が判明しないとき

における通知の方法について準用する。この場

合において、同条第3項中「不利益処分の名宛

人となるべき者」とあるのは「当事者又は参加

人」と、「掲示を始めた日から2週間を経過し

たとき」とあるのは「掲示を始めた日から2週
間を経過したとき(同一の当事者又は参加人に

対する2回目以降の通知にあっては、掲示を始

めた日の翌日)」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

(聴聞に関する手続の準用) (聴聞に関する手続の準用) 
第28条 第14条第3項及び第4項並びに第15条の

規定は、弁明の機会の付与について準用する。

この場合において、第14条第3項中「第1項」と

あるのは「第27条」と、同条第4項中「第1項第

3号及び第4号」とあるのは「第27条第3号」と、

第15条第1項中「前条第1項」とあるのは「第2
7条」と、「同条第4項後段」とあるのは「第28
条において準用する第14条第4項後段」とそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

第28条 第14条第3項及び第15条の規定は、弁明

の機会の付与について準用する。この場合にお

いて、第14条第3項中「第1項」とあるのは「第

27条」と、「同項第3号及び第4号」とあるのは

「同条第3号」と、第15条第1項中「前条第1項」

とあるのは「第27条」と、「同条第3項後段」

とあるのは「第28条において準用する第14条第

3項後段」とそれぞれ読み替えるものとする。 
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（３） 施行期日について（附則関係） 

施行期日は、令和８年７月１日とする。 

 

 行政手続法の一部を改正する法律の施行期日は、公布の日（令和５年６月

16 日）から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日とされ、

この政令がまだ公布されていないため確定していませんが、仮の施行期日が

令和８年６月 15 日です。改正行政手続条例については、その翌月に施行しよ

うとするものです。 

 

３ 今後のスケジュール 

 

令和７年 10 月 横須賀市行政手続審議会へ諮問 

 

12 月 パブリック・コメント手続実施に係る議会報告 

 

令和８年１月 パブリック・コメント手続の実施  

 

２月 条例議案の上程 

 

７月 条例施行（予定） 
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【参考】横須賀市行政手続条例施行規則の改正について 

 条例の改正に併せて、当該規則の改正も行います。 

条例第 14 条第４項で規定する「規則で定める方法」について、インターネッ

ト回線を通じて市のホームページ上で閲覧する方法であることとするものです。 

 

〇新旧対照表 

改正（案） 現行 

（公示送達の方法） （新設） 

第2条 条例第14条第4項（条例第21条第3項及び第2
8条において読み替えて準用する場合を含む。以下

同じ。）に規定する規則で定める方法は、市長等

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以

下同じ。）と公示事項（条例第14条第4項に規定す

る公示事項をいう。第1号において同じ。）の閲覧

をする者の使用に係る電子計算機（市長等の使用

に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続で

き、正常に通信できる機能を備えたものをいう。）

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

使用する方法のうち、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

 

(1) 市長等の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録された公示事項を当該公示事

項の閲覧をする者の使用に係る電子計算機の映

像面に表示するもの 

 

(2) インターネットに接続された自動公衆送信

装置（著作権法（昭和45年法律第48号）第2条
第1項第9号の5イに規定する自動公衆送信装置

をいう。）を使用するもの 
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【参照】行政手続法新旧対照表 

  

新 旧 

(聴聞の通知の方式) (聴聞の通知の方式) 
第十五条 行政庁は、聴聞を行うに当たっ

ては、聴聞を行うべき期日までに相当な

期間をおいて、不利益処分の名宛人とな

るべき者に対し、次に掲げる事項を書面

により通知しなければならない。 

第十五条 行政庁は、聴聞を行うに当たっ

ては、聴聞を行うべき期日までに相当な

期間をおいて、不利益処分の名あて人と

なるべき者に対し、次に掲げる事項を書

面により通知しなければならない。 
一～四 (略) 一 予定される不利益処分の内容及び根

拠となる法令の条項 

 二 不利益処分の原因となる事実 

 三 聴聞の期日及び場所 

 四 聴聞に関する事務を所掌する組織の

名称及び所在地 
2 (略) 2 前項の書面においては、次に掲げる事項

を教示しなければならない。 

 一 聴聞の期日に出頭して意見を述べ、

及び証拠書類又は証拠物(以下「証拠書

類等」という。)を提出し、又は聴聞の

期日への出頭に代えて陳述書及び証拠

書類等を提出することができること。 

 二 聴聞が終結する時までの間、当該不

利益処分の原因となる事実を証する資

料の閲覧を求めることができること。 
3 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべ

き者の所在が判明しない場合において

は、第一項の規定による通知を、公示の

方法によって行うことができる。 

3 行政庁は、不利益処分の名あて人となる

べき者の所在が判明しない場合において

は、第一項の規定による通知を、その者

の氏名、同項第三号及び第四号に掲げる

事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げ

る事項を記載した書面をいつでもその者

に交付する旨を当該行政庁の事務所の掲

示場に掲示することによって行うことが

できる。この場合においては、掲示を始

めた日から二週間を経過したときに、当
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該通知がその者に到達したものとみな

す。 
4 前項の公示の方法による通知は、不利益

処分の名宛人となるべき者の氏名、第一

項第三号及び第四号に掲げる事項並びに

当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記

載した書面をいつでもその者に交付する

旨(以下この項において「公示事項」とい

う。)を総務省令で定める方法により不特

定多数の者が閲覧することができる状態

に置くとともに、公示事項が記載された

書面を当該行政庁の事務所の掲示場に掲

示し、又は公示事項を当該事務所に設置

した電子計算機の映像面に表示したもの

の閲覧をすることができる状態に置く措

置をとることによって行うものとする。

この場合においては、当該措置を開始し

た日から二週間を経過したときに、当該

通知がその者に到達したものとみなす。 

 

(代理人) (代理人) 
第十六条 前条第一項の通知を受けた者

(同条第四項後段の規定により当該通知

が到達したものとみなされる者を含む。

以下「当事者」という。)は、代理人を選

任することができる。 

第十六条 前条第一項の通知を受けた者

(同条第三項後段の規定により当該通知

が到達したものとみなされる者を含む。

以下「当事者」という。)は、代理人を選

任することができる。 
2～4 (略) 2 代理人は、各自、当事者のために、聴聞

に関する一切の行為をすることができ

る。 

 3 代理人の資格は、書面で証明しなければ

ならない。 

 4 代理人がその資格を失ったときは、当該

代理人を選任した当事者は、書面でその

旨を行政庁に届け出なければならない。 
(続行期日の指定) (続行期日の指定) 

第二十二条 (略) 第二十二条 主宰者は、聴聞の期日におけ

る審理の結果、なお聴聞を続行する必要

があると認めるときは、さらに新たな期
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日を定めることができる。 
2 (略) 2 前項の場合においては、当事者及び参加

人に対し、あらかじめ、次回の聴聞の期

日及び場所を書面により通知しなければ

ならない。ただし、聴聞の期日に出頭し

た当事者及び参加人に対しては、当該聴

聞の期日においてこれを告知すれば足り

る。 
3 第十五条第三項及び第四項の規定は、前

項本文の場合において、当事者又は参加

人の所在が判明しないときにおける通知

の方法について準用する。この場合にお

いて、同条第三項及び第四項中「不利益

処分の名宛人となるべき者」とあるのは

「当事者又は参加人」と、同項中「とき」

とあるのは「とき(同一の当事者又は参加

人に対する二回目以降の通知にあって

は、当該措置を開始した日の翌日)」と読

み替えるものとする。 

3 第十五条第三項の規定は、前項本文の場

合において、当事者又は参加人の所在が

判明しないときにおける通知の方法につ

いて準用する。この場合において、同条

第三項中「不利益処分の名あて人となる

べき者」とあるのは「当事者又は参加人」

と、「掲示を始めた日から二週間を経過

したとき」とあるのは「掲示を始めた日

から二週間を経過したとき(同一の当事

者又は参加人に対する二回目以降の通知

にあっては、掲示を始めた日の翌日)」と

読み替えるものとする。 
(聴聞に関する手続の準用) (聴聞に関する手続の準用) 

第三十一条 第十五条第三項及び第四項並

びに第十六条の規定は、弁明の機会の付

与について準用する。この場合において、

第十五条第三項中「第一項」とあるのは

「第三十条」と、同条第四項中「第一項

第三号及び第四号」とあるのは「第三十

条第三号」と、第十六条第一項中「前条

第一項」とあるのは「第三十条」と、「同

条第四項後段」とあるのは「第三十一条

において準用する第十五条第四項後段」

と読み替えるものとする。 

第三十一条 第十五条第三項及び第十六条

の規定は、弁明の機会の付与について準

用する。この場合において、第十五条第

三項中「第一項」とあるのは「第三十条」

と、「同項第三号及び第四号」とあるの

は「同条第三号」と、第十六条第一項中

「前条第一項」とあるのは「第三十条」

と、「同条第三項後段」とあるのは「第

三十一条において準用する第十五条第三

項後段」と読み替えるものとする。 
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【参照】地方税法施行規則新旧対照表 

 

新 旧 

(公示送達の方法) (公示送達の方法) 
第一条の八 法第二十条の二第二項に規定

する総務省令で定める方法は、地方団体

の使用に係る電子計算機(入出力装置を

含む。以下この項において同じ。)と公示

事項(同条第二項に規定する公示事項を

いう。第一号において同じ。)の閲覧をす

る者の使用に係る電子計算機(地方団体

の使用に係る電子計算機と電気通信回線

を通じて接続でき、正常に通信できる機

能を備えたものに限る。)とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織を使用す

る方法のうち、次の各号のいずれにも該

当するものとする。 
一 地方団体の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに記録された公示

事項を当該公示事項の閲覧をする者の

使用に係る電子計算機の映像面に表示

するもの 
二 インターネットに接続された自動公衆

送信装置(著作権法(昭和四十五年法律第

四十八号)第二条第一項第九号の五イに

規定する自動公衆送信装置をいう。第三

十一条の十において同じ。)を使用するも

の 

第一条の八  

2 (略) 外国においてすべき送達においては、地

方団体の長は、公示送達があつたこと

を通知することができる。 
 


